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〔民法・民法Ⅰ〕 

次の文章を読んで，後記の〔設問〕に答えなさい。 

 

【事実】 

１．Ａは、骨董の保管業者である。Ｘから預かっている物品を、長期間そのままにしておくのはもったい

ないと考え、Ｘに無断で明律大学（以下、「Ｙ」と言う。）の刑事博物館部署に貸し出すことを企てた。 

２．Ａは、2012年 4月 1日、Ｙとの間で、本物のギロチン（以下、「甲」と言う。）を、20年間、月額 8

万円で賃貸する旨の賃貸借契約を締結し、同日，甲をＹに引き渡した。 

３．同日、ＡはＹとの間で、十手５点及びさすまた２点（以下、「乙」と言う。）を、3年間、無償で貸し

渡す旨の使用貸借契約を締結し、同日，乙をＹに引渡した。ＡＹが交わした使用貸借契約書には両当

事者から事前の申し出がなければ 3年毎に自動更新する旨の条項が定められている。 

４．右両契約締結の際、Ｙは、Ａが甲乙の所有者であると信じ、かつ、そのことにつき無過失であった。 

５．2012年 4月 1日以降、甲の賃料 8万円は毎月自動振り込みされている。 

６．2024年 4月 14日、所有者Ｘが、Ｙのもとに突然現れ、Ｙに対して甲乙の返還を請求した。 

７．Ｘの甲乙の返還請求に対し、Ｙは「本学は、甲については 2032年 3月末日まで賃借権があり、乙に

ついても 2027年 3月末日まで使用借権がある」と主張し、返還を拒んでいる。 

 

〔設問１〕 

 
【事実】７におけるＸのＹに対する甲乙の返還請求に対する、Ｙの反論は認められるか検討しなさい。 

 

【事実（続き）】 

８．2022年 6月、Ａは自己所有の法律の貴重書をＹに売却することを企てた。日本で最初に発行され、

わが国に一冊しか残存しない六法全書に 500 万円の代金額を提示したが、Ｙからは「予算がなく、刑

法と刑事訴訟法の箇所のみ購入できれば十分」という返事であった。 

９．ＡとＹが話し合った結果、（イ）全 500頁の六法全書のうち、211頁から 260頁の 50頁だけ（以下、

「丙」と言う。）を購入する、（ロ）代金額は 150万円とする、（ハ）普段はＡが保管し、特別展示の期

間のみＹの刑事博物館で展示する、（ニ）当面の間、本は裁断しない、（ホ）裁断前は全体を貸し出す、

という内容で契約することで話がまとまった。 

10．Ａは、2022年 7月 1日、Ｙとの間で、丙を 150万円で売却する旨の売買契約を締結し、同日，Ｙは

代金をＡに支払った。六法全書は 2022年夏と 2023年夏に２週間ずつ刑事博物館にて展示された。 

11．Ａは、2023年 12月 1日、Ｚとの間で、丙を含む全 500頁の六法全書を 500万円で売却する旨の売買

契約を締結し、同日、引き渡した。Ｚはその年の夏にＹ刑事博物館にて「211頁から 260頁はＹ所有」

という説明文を読んでいたが、どうしても欲しかったため購入したものである。 

12．Ｚは、2024年 2月 1日、書物を憲法・民法・刑法・商法・民事訴訟法・刑事訴訟法・その他に裁断

した。 

13．2024年 4月 14日、ＹとＺは、丙についてお互いが自己の所有物であると主張した。  

 

〔設問２〕 

 

【事実】13におけるＸとＺの主張はいずれが正しいか、検討しなさい。 

 
【事実（続き）】 
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上記 11から 13の事実がなかったものとして、後記の説明に答えなさい。 

 

14．Ａは、2024年 3月 1日、丙を含む全 500頁の六法全書を、憲法・民法・刑法・商法・民事訴訟法・

刑事訴訟法・その他に裁断し、同日、裁断した旨をＹに報告した。その際、今後の保管状況について話

し合いがもたれ、以後は丙のみを預かり、今後の展示も丙のみになる旨をＡＹ間で確認した。 

15．ところが、Ａは、Ｚに懇願され、2024年 4月 1日、Ｚとの間で、丙を含む全 500頁の六法全書をＺ

に 500万円で売却する旨の売買契約を締結し、同日、引き渡した。Ｚは 2023年の夏にＹ刑事博物館に

て「211頁から 260頁はＹ所有」という説明文を読んでいたが、どうしても全部が欲しかったため購入

したものである。 

16．2024年 4月 14日、ＹとＺは、丙についてお互いが自己の所有物であると主張した。  

 

〔設問３〕 

 

【事実】16におけるＹとＺの主張はいずれが正しいか、検討しなさい。 
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第１ 設問１ 

１ Ｘの請求とＹの反論 

（１）私的自治の原則 

 ＸＹ間にて利用の継続に関し新規契約あるいは和解契約が締結さ

れた場合、あるいは、Ｘが、Ａの越権行為を追認した場合は、Ｘの

Ｙに対する甲乙の返還請求は認められない（私的自治の原則）。 

（２）Ｘの請求 

Ｘは、物権的請求権として甲乙の返還を請求する。物権的請求権

を認める直接の明文はないが、物の直接支配を本質とする物権内容

の完全な実現を可能にするために当然認めるべきである。 

（３）Ｙの占有権原の反論 

AＹ間の契約は他人物賃貸借・使用貸借契約であり債権的効力を

有するに過ぎない(559 条 560 条 561 条 593 条参照)。そこで、Ｙは、

10 年の経過による「甲の賃借権と乙の使用借権の時効取得」をＸに

主張できないか問題となる。 

２ 動産賃借権の「即時取得」の可否 

 192 条にいう「その動産について行使する権利」に動産賃借権が

含まれるか。否定すべきと解する。 

何故なら、即時取得（192 条）の条文は物権法に位置している

こと、また、交換取引の高度な安全を図るために特別に認められ

た例外的な条文であること、さらには、物権者のみ存在する物権

と異なり、債権においては債権者と債務者間に具体的な債務関係

が形成されるところ、真の権利者との間に債権債務関係を新たに

創設させる必要性が低いことから、真の権利者を犠牲にしてまで

格別考慮する必要はないからである。 
３ 甲の動産賃借権の取得時効 

（１）そこで次に、動産賃借権も「所有権以外の財産権」（163 条）

の一つとして取得時効の対象とならないか問題となる。 

 不動産賃借権に限定して取得時効を肯定する見解がある。確かに、

不動産賃借権は長期性、対抗力、譲渡性、妨害排除などの点で地上

権に近接しており（不動産賃借権の物権化）、地上権との均衡という

点は一つの視点ともいえる。 

しかし、賃借権は「ある物の使用及び収益」（601 条）をその給付

内容の本体とし，物の利用権的側面を有し、占有を権利の基礎とす

る点で物権と共通すること，賃借権は目的物に対する継続的利用を

その本質とし，権利の継続的行使という要件を満たし得ることを重

視し，「物の占有を内容とする債権」として、不動産賃借権に限定せ

ずに、取得時効を肯定すべきと解する。このことは、永続的事実状

態を尊重しようとする時効制度の趣旨にも合致する。 

（２）取得時効が認められる要件  

 ところで、賃借権の取得時効の要件として、イ、目的物の継続的

な用益という外形的事実が存在し（継続的な用益）、かつ、ロ、その

用益が賃借の意思に基づくものであることが客観的に表現されてい

ること（賃借意思の客観的表現）、を要求すべきである。  
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 前者イ「継続的な用益」の要件は、永続した事実状態を尊重し権

利関係にまで高める時効の制度趣旨から本質的に導かれる要件であ

る。イロ両要件は、時効取得の結果、不利益を受ける真の所有者に

時効更新の機会を確保するため、かつ、地上権や使用貸借との峻別

のためにも重要である。 

 賃借の意思が客観的に表現されているか否かは，賃料支払の有無・

方法，賃貸借契約の存在などの諸事情を総合して判断すべきである。 

（３）本問では、163 条 162 条が定める取得時効の要件たる、「所有

権以外の財産権」、「自己のためにする意思」、「平穏に、かつ、公然」、

「占有の開始の時に、善意であり、かつ、過失がなかった」こと、

そして、「時効の援用」（145 条）が認められうる。また、展示物とし

て継続的に利用され、賃料の支払いが継続されており、「行使する」

に関連した「継続的な用益」と「賃借意思の客観的表現」の要件も

満たしている。 

 よって、Ｘに対する関係において、Ｙに甲の賃借権（601 条）の時

効取得が認められ（163 条）、Ｘの返還請求を拒むことができる。 

４ 乙の動産使用借権の取得時効 

 賃借権の取得時効と同様に、ここでも、イ「目的物の継続的な用

益」と、ロ「賃借意思の客観的表現」が重要な要件となる。 

本問では、乙も継続的に長期間展示されており、取得時効の要件

を満たしている。確かに、使用借権においては、賃借意思の客観的

表現の決め手の一つである、賃料の継続的支払いという要素がない

ため、いかなる事実をもって使用借権の意思の客観的表現とみるか

問題となる。本件は他人物貸借型であり使用貸借契約が存在してい

る。その履行としての目的物の引渡しとそれに続く使用収益の継続

があるため使用借権の意思の客観的表現ありと評価できなくもない。 

 そうであるならば、Ｙに乙の使用借権（593 条）の時効取得が認

められ（163 条）、Z の返還請求を拒むことができる。 

第２ 設問２  

１ ＹとＺの主張 

 ＹとＺは共に、所有権者Ａとの売買契約（555 条）により所有権

を取得した（176 条）と主張している。 

２ 一物一権主義 

（１）一物一権主義の原則 

 しかるに、ＡＹ間の売買契約（555 条）の目的物は、書物の一部

分である。そこで、裁断前の段階の丙が所有権の対象となるか問題

となる。 

 物権の客体は独立の物であることを要する（一物一権主義の原則）。

何故なら、①物が本来有する効用において物の一部のみに対する物

権を認める必要に乏しく、②物の一部の公示が不可能あるいは困難

であり、また、部分単位の権利状態まで調査することは容易でない

ため、取引の迅速性と安全性が害されてしまうからである。 

（２）一物一権主義の例外 

 では、一物一権主義の例外は認められるか。また、認められると
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した場合、その基準は何か。 

 この主義の根拠に鑑みれば、①その例外を認める社会的必要性が

大きく、かつ、②他の部分と外観上区別でき、何らかの公示が可能

で、しかも調査が容易であることを前提に、その例外が認められる

べきである。 

 本問の丙は例外として認められるか。一般的には、①本の一部に、

別個独立の所有権を認める社会的必要性に乏しい。かつ、②特定の

頁のみに対して特別な公示方法を備えさせることは困難である。 

よって、買主Ｙは、物理的な分離以前には、丙に対する独立の所

有権を有しないともいえる。 

３ 独立した所有物 

しかし、本件の客体は歴史的価値のある展示物という特殊性があ

る。すなわち、記載内容よりも物体そのものに本来的効用としての

価値の比重が置かれる。また、説明文に所有関係を明記することを

博物館業界における慣習法上の公示方法に結び付けて考察できよう。

そうであるならば、買主Ｙは、物理的な分離以前に、丙に対する独

立の所有権を有していると解される余地がある。 

Ｙは引渡しを受けて対抗要件（178 条）を具備しているため、

Ｚに丙の所有権を認めるためには、Ｚに即時取得（192 条）の適

用が必要となる。ＺはＹ刑事博物館にて「211 頁から 260 頁はＹ

所有」という説明文を読んでいたのであること、「法の不知は許

さず」の趣旨から、Ｚは悪意であるといえる。よって、即時取得

の適用の余地はなく，Ｚは所有権の取得は出来ず、Ｙの主張が通

ることになる。 
第３ 設問３  

書物の裁断前に独立の所有権を認めない立場に立ったとして

も、2024 年 3 月 1 日にＡが書物を裁断した時点で、独立した物

権の対象となり、Ｙは丙に対する所有権を取得する。そして、Ａ

はＹに丙を保管する旨を連絡しており、占有改定の方法により引

渡しを受けたといえ、対抗要件（178 条）も具備している。 
Ｚに丙の所有権を認めるためには、Ｚに即時取得（192 条）の

適用が必要となる。しかし、前述の通り、Ｚは悪意であるといえ、

即時取得を理由とする所有権の取得は出来ず、Ｙの主張が通るこ

とになる。 
以 上 

 



小計 配点 得点

〔設問１〕 (24)

私的自治の原則 2

物権的請求権（所有権に基づく明渡請求） 2

動産賃借権の即時取得 3

動産賃借権の取得時効の可否 5

動産賃借権の取得時効の要件 5

具体的事案のあてはめ 1

動産使用借権の取得時効の可否 3

動産使用借権の取得時効の要件 2

具体的事案のあてはめ 1

〔設問２〕 (12)

一物一権主義の原則 3

一物一権主義・例外の規範定立 3
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公示の原則（178条） 2

公信の原則（192条） 2

〔設問３〕 (4)

一物一権主義 2

公示の原則（178条） 1

公信の原則（192条） 1

裁量点 (10) 10

合　計 (50) 50
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民法・民法Ⅰ 解説レジュメ 
 

 

１. 出題趣旨 

 

 設問１は、動産賃借権と動産使用借権の即時取得および取得時効の可否を問う問題である。本問は、

物権と債権の世界の違いという大きなテーマを、特に「取得時効の可否」を素材として問うている。物権

と債権の相違点に関する基本的な理解が要求される。そして、設問２と３は一物一権主義および公示

の原則の理解を問う問題である。物権法理の基本的な理解を、特に「一物一権主義」を素材として、問

う問題である。民法の基本概念や大原則の正しい理解、及び、物権および債権の根本的な差異を前提

に、正しい法律解釈能力を修得してもらいたく出題した。いかに基礎からしっかり論じて答案を仕上げ

ていくかがポイントとなる。論述しにくいテーマが出題された場合にどのように対処すべきか、その対処

の仕方を学ぶ訓練問題として、本問を利用してもらえれば幸いである。 

 

２. 設問１ 

（１）私的自治からの帰結 

本問において、ＸＹ間にて賃貸借と使用貸借関係に関して何らかの合意あるいは和解契約が締結さ

れた場合、さらには、Ｘが、Ａの 2012年 4月 1日にＹとの間で行った越権行為を追認した場合であ

れば、ＸのＹに対する甲乙の返還請求は認められない。 
 

（２）動産賃借権・使用借権の「即時取得」の可否 

即時取得の規定（192条）が定める「その動産について行使する権利」に所有権、質権、先取特

権（319条参照）、譲渡担保に加えて、動産賃借権や動産使用借権も含まれるかが問題となる。これ

については、即時取得（１９２条）は動産賃借権や動産使用借権には適用されないとするのが判例

（大判昭和 13年1月28日）・通説である。即時取得（192条）の条文は物権法に位置しているこ

と、また、交換取引の高度な安全を図るために特別に認められた例外的な条文であること、さらに

は、物権者のみ存在する物権と異なり、債権においては債権者と債務者間に具体的な債務関係が形

成されるところ、真の権利者との間に債権債務関係を新たに創設させる必要があることなどから、

賃貸借や使用貸借などの債権取引においては、真の権利者を犠牲にしてまで格別考慮する必要もな

いとされている。 
 

（３）動産賃借権・使用借権の「時効取得」の可否 

 そこで、動産賃借権や動産使用借権の時効取得が認められないかが問題となる。 
 賃借権は「ある物の使用及び収益」（601 条）をその給付内容の本体とし、物の利用権的側面を有

する。また、賃借権は目的物に対する継続的利用をその本質とし、さらに不動産賃借権であれば物権

に類似する機能を営む。これらを理由に、賃借権も「所有権以外の財産権」（163 条）の一つに含め

られるとして取得時効の対象とならないか問題となる。 
取得時効を認める結論を導く理論的根拠は何か、その根拠は対抗要件を具備した「不動産」賃借権

にのみ妥当するのか、それとも対抗要件具備の有無を問わないか、不動産「使用借権」はどうか、「動

産」賃借権を含めた賃貸借一般にも妥当するか、「動産使用借権」はどうか、さらには債権一般にも

広げられるのか。これらの点について、正面から検討することが重要である。 
例えば、不動産賃借権は機能において類似する地上権と同一に扱うことが妥当であるという表現

（不動産賃借権の物権化）が、多くの論点に使用されうる。この言葉はどのような意味を有するのか、

その理論的意味を正面から検討することが重要である。 
 
本問は動産賃借権・動産使用借権の取得時効の可否を問う問題であるが、その前提として、まずは

債権一般の取得時効の可否、そして、対抗要件を具備する不動産賃借権に限定して肯定する見解の当

否について検討する。 
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債権と物権の峻別 

 第一に、物権は、特定の物を直接支配できる内容の権利（対物権・支配権）であるのに対し、債権

は、特定人（債務者）に対して一定の行為（給付）を請求できる権利（対人権・請求権）である。 

 第二に、物権は、封建的権利関係への逆行の阻止、及び、物権の排他性からの取引の安全や公示の

要請を理由に、法律で定められた以外の物権の種類と内容を新たに創設できないとする物権法定主義

（175条）が適用されるのに対し、債権は、二当事者間の履行を論ずる関係に過ぎず、また、第三者

に効力は及ばないから、契約内容自由の原則が妥当する。 
 第三に、物権は、「権利、物」の世界、つまり、「人、義務、債務」とは無関係な世界であり、債務

者の行為の介在をまたずに物権者の意思のみで物の利益を直接享受できるのに対し、債権は「人、債

務」の世界であり、債務者の意思に基づく行為の介在をまって権利内容を実現できるものである。 
 第四に、物権は、権利移転や設定者に処分権があることが必要なのに対し、債権は、他人物売買も

成立するように処分権は不可欠ではないし、人的保証のように物の処分権とは無関係な契約も多い。 

 このような物権と債権には大きな相違点がある。 

 

債権一般の取得時効 

債権一般の時効取得の可否について直接明言する判例は存在しない。学説では、金銭債権など一般

の債権についても認める見解（幾代５０１頁、鳩山６８４頁、於保３０６頁、注釈民法⑸〔安達〕２

４８頁）も有力に存在する。 
 
 債権の時効取得に関する学説及びその根拠を以下に列挙する。 
 
（イ）債権概念からの否定説 
 債権は物的結合ではなく債務者との結合であるが、人的結合は継続性をもって持続するものではな

いこと、賃料債務の発生を伴うが義務の発生と時効は馴染まないこと、さらに他人物賃貸型において

は、真の所有者との間では、時効期間の１０年ないし２０年間、債権債務関係が継続した事実が存在

したと言い難いこと、つまり、債権に関する事実状態の永続があったとは言い難いことを理由に、債

権の時効取得そのものを一律的に否定すべきとする見解である。この立場は物権と債権の概念的差異

から債権の取得時効を理論的に否定するものである。 
 
（ロ）対抗要件を具備する不動産賃借権限定説 
 不動産賃借権以外の債権の取得時効について今日それを認める必要性・合理性はないとして否定す

る見解である。一般的に債権の取得時効は認められないことを基調としつつ、対抗要件を具備する不

動産賃貸借についてのみ、物権である地上権と類似する機能を営むことを根拠に、特別扱いする。 
 
不動産賃借権の地上権との類似性 

 元来、両者は法律形式上は物権と債権という全く異なる性質の権利であるから大差が生じうるとこ

ろ、特に下記（ア）にみるように不動産賃借権の物権化という現象により両者の相違は小さい。 

 

不動産賃借権の物権化 

 不動産賃借権は、①対抗力（民法 605条、借地借家法 10条）、②譲渡性（建物買取請求権（借地借

家法 14条）、信頼関係破壊の法理、承諾に代わる許可の裁判申立権（借地借家法 19条））、③永続性

（借地借家法 3、6条）、④妨害排除請求（不動産賃借人による妨害停止請求等 605条の 4）などにお

いて物権類似の強力な効力が与えられており、地上権との相違は小さい。このような現象を「不動産

賃借権の物権化」という。 

 

なお、上記はあくまで「物権化」現象であって、「物権そのもの」ではないことに留意すべきであ

る。地上権と異なり物権の本質たる直接支配性は認められない。また、賃貸人に対して使用収益請求
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権（具体的には引渡請求、妨害者などを除去すべきとの請求、修繕請求などの形で顕現する）を行使

できる点でも根本的に異なる。また、地上権は物権であるから物権法定主義（175条）の制約を受け

るのに対し、賃借権は債権であるから借地借家法の一方的強行法規制のない範囲において契約自由の

原則が適用される（例えば土地賃貸借契約における増改築制限特約など。だからこそ借地借家法 17

条のような規定が存在するのである）。さらに、地上権は２年以上の地代滞納の場合でなければ消滅

請求されないが（276、266条）、賃借権はあくまで基調としては債務不履行に基づく契約解除法理に

服するなど個々的な差異もある。 

 

 ここで注意すべきことは、地上権との類似性を強調し、対抗要件を具備する不動産賃借権に限定し

て肯定する見解は、借地借家法等の適用がない不動産賃借権、例えば、駐車場利用目的など「建物の

所有を目的とする借地権」でない賃借権や、不動産使用借権は適用外になるという点である。 

しかし、判例は不動産使用借権をも含めて取得時効を肯定する立場に立つ。不動産賃借権の物権化

を対抗力のない不動産賃借権にも広げるという考え方を採用するか、地上権との類似性は理論的根拠

でなく単なる裸の比較衡量論を展開しているに過ぎないと開き直ることになろうか。 

地上権との類似性、ないし、不動産賃借権の物権化という大上段で議論をせず、取得時効の本質論

と絡めて理論的な考察を展開をする必要がある。 

 
（ハ）占有を基礎とする債権に限定して認める肯定説 
 賃借権は「ある物の使用及び収益」（601 条）をその給付内容の本体とし、占有を権利の基礎とす

る点で物権と同じであること、権利の継続的行使という要件を満たし得ることを理由に、占有を伴う

債権の取得時効を広く肯定する見解である。「物の占有を内容とする債権」ということから、動産賃

借権に限らず使用借権も理論的には対象に含まれることになる。 
 
（ニ）継続的給付を内容とする債権に限定して認める肯定説 
 一般的に債権は一回的給付を旨とするので時効取得を認めることはできないが、継続的行使という

要件を満たすのであれば、動産賃借権・使用借権のような物の占有を伴う債権に限らず、定期金債権

や、定期的に利息を支払うべき貸金債権の取得時効までも肯定する余地を認める立場である。なお、

単なる請求の継続では足りず、給付（遅延損害金、利息など）を継続的に受領していることを要求す

る立場もある（幾代・５０１頁）。 
 
（ホ）原則全部肯定説 
 権利が存在する高度な蓋然性を認められる状態、すなわち、誰からも文句を言われていない状態が

継続すれば十分であり、よって、債権でも広く肯定する見解がある。占有や継続的給付を必ずしも不

可欠の要素としない立場である。 
 
 なお、債権については、既存の債権の「帰属」の場合のみ時効取得を認め、債権の「成立」そのも

のについては時効取得を認めない見解（於保３０６頁）もある。 
 
取得時効の一般的可否 

 動産賃借権や動産使用借権の時効取得が認められるかは、上記（イ）債権概念からの否定説、（ロ）

対抗要件を具備する不動産賃借権限定説に立てば否定され、上記（ハ）占有を基礎とする債権に限定

して認める肯定説、（ニ）継続的給付を内容とする債権に限定して認める肯定説、（ホ）原則全部肯定

説に立てば肯定されうることになろう。 
 
取得時効が認められる要件  
ここでは不動産賃借権の取得時効の要件論を展開する判例が参考になる。 

 「不動産」賃借権の時効取得につき、判例（最判昭４３年１０月８日民集２２巻１０号２１４５頁、最

判昭４５年１２月１５日民集２４巻１３号２０５１頁）は、①目的物の継続的な用益という外形的事実が
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存在し、かつ、②その使用収益が賃借人としての権利行使の意思に基づくものであることが客観的に表現

されているときに、１６３条により土地の賃借権の時効取得を肯定する。そして、賃借の意思が客観的に

表現されているか否かは、賃料支払の有無・方法、賃貸借契約の存在などの諸事情を総合して判断すると

している。 
 境界紛争型、無断転貸譲渡型、原因無効型、他人物賃貸型、全ての類型において、判例は、不動産賃借

権の時効取得の余地を認める。 
なお、不動産賃借権の時効取得の効果として、無権利者が賃貸人として賃貸借契約を締結した他人物賃

貸型においても、判例は、真の所有者を賃貸人とする賃借権の時効取得を認める（最判昭和 52 年 9 月 
29 日判時866 号 127 頁、最判昭和62 年 6 月 5 日判時 1260号7頁）。 
 以上に対し、「動産」賃借権や使用借権に適用した判例はまだ見当たらない。 

 
判例は、上述の通り、不動産賃借権の取得時効の要件として、イ、目的物の継続的な用益という外形的

事実が存在し（「不動産の継続的な用益」）、かつ、ロ、その用益が賃借の意思に基づくものであることが客

観的に表現されていること（「賃借意思の客観的表現」）を要求する。地上権や使用貸借との峻別のため、

上記イとロが要求されることになる。 
そして、所有者と称する者の間で締結された賃貸借契約に基づいて、賃借人が平穏公然に不動産の継続

的な用益をし、かつ、賃料の支払いを継続しているときは、目的物の継続的な用益という外形的事実が存

在し、かつ、その用益が賃借の意思に基づくものであることが客観的に表現されているときに該当すると

するのが判例である。 
この要件に関して、地役権の時効取得について定める283条が参考となる。すなわち、同条は「地役権

は、継続的に行使され、かつ、外形上認識することができるものに限り、時効によって取得することがで

きる。」と規定し、地役権の時効取得の要件として、イ、継続的な行使、及び、ロ、外形上の認識可能性の

２点を要求する。 
「継続的な用益」の要件は、永続した事実状態を尊重し権利関係にまで高める時効の制度趣旨から本質

的に導かれる要件であり、「外形上の認識可能性」の要件は、時効取得の結果、不利益を受ける真の所有者

を保護するために導かれる。すなわち、これらの要件は、不利益を受ける真の所有者に時効更新（中断）

の機会を確保するためのものという特質を有するという視点も実は重要である。 
 
使用借権の取得時効が認められる要件  
不動産「使用」借権の取得時効について、判例は、賃貸借と同様に、①継続的な使用収益という外形的

事実が存在し、かつ、②その使用収益が使用借主としての権利行使の意思に基づくものであることが客観

的に表現されていること、の２点を満たせば肯定されるとするが、ほとんどのケースでは消極的に認定し

ている（なお、肯定判例として東京高裁平成 25 年 9 月 27 日判決）。地上権や賃借権との峻別のため、上

記①②が要求される。 
賃借意思の客観的表現の決め手の一つである、賃料の支払いを継続している事実と言う要素がない使用

借権において、いかなる事実をもって使用借権の意思の客観的表現とみるかは問題である。使用貸借とい

う無償の債務負担の不利益を真の所有者が被る点をどう評価するかという視点も問題となりうるが、典型

的な所有権の取得時効のケースはそもそも無償の所有権喪失であるから決め手にはならない。いわゆる原

因無効型や他人物貸借型であれば、使用貸借契約が存在しており、その履行としての目的物の引渡しとそ

れに続く使用収益の継続がある以上、使用借権の意思の客観的表現ありと評価できるともいえそうである。

本件について、使用借権の時効取得の要件を満たすか否かについて、各自で検討されたい。 
 

３. 設問２ 

 （１）客体の独立性（一物一権主義） 
一 一物一権主義の原則 
物権の客体は独立の物であることを要する。いいかえれば、物の一部（または集団）に対して一つ

の物権を認めることは原則としてできない。このことを一物一権主義という。（なお、講学上、一物

一権主義という用語は、「物権の排他性」を示す表現としても使用されることがあり、注意を要する。
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本解説では、本来の一物一権主義、すなわち、「客体の独立性」を示す意味でのみ用いることとする。） 
 
物の独立性は、物の有する本来的効用を基礎に、社会通念上判断される。例えば、靴は左右が揃っ

て初めてその本来的効用を発揮するのであるから、ペアの状態で一物とされる。また、書物は冊数単

位で本来的効用を発揮するのであるから、物理的な状態での冊数単位で一物とされる。 
一物一権主義の根拠は、①通常、物全体に対する直接支配をすることで物が本来有する価値を収め

られるのであり、物の一部のみ（または集団）に対する物権を認める必要に乏しいこと、および、②

その例外を許容すると、その公示が不可能あるいは困難であり、また、部分単位の権利状態まで調査

することは容易でないため、取引の迅速性と安全性が害されてしまうことに基づく。 
 
二 一物一権主義の例外 
 一物一権主義の例外は認められるか。また、認められるとした場合、その基準は何か。 
この主義の根拠に鑑みれば、①その例外を認める社会的必要性や実益が大きく、かつ、②他の部分

と外観上区別でき、何らかの公示が可能で、しかも調査が容易であることを前提に、その例外が認め

られると解してよい。 
たとえば、土地の一部に対する物権を認めることは可能である。土地の個数は登記簿上の単位に従

って定められるが、そもそも土地は人為的に画されたものであり、その一部のみでも土地本来の効用

を享受することは可能であり、かつ、取引の安全の要請は、第三者に対する対抗問題として登記を要

求することで図りうるからである。 
 

これに対し、債権は、二当事者間の履行を論ずる関係に過ぎず、また、第三者に効力は及ばないか

ら、契約内容自由の原則が妥当する。すなわち、債権の領域において一物一権主義は適用されない。

物の一部の売買契約も債権契約として有効であり、物の一部の物権を移転させる債権、及び、物の一

部を分離して引渡す内容の債権を発生させる。 
 
（２）本問の検討 
一 物権取得の可否 
（イ）書物は、物理的に裁断され別々の状態にならない限り、独立した所有権の対象とならないのが

原則である（一物一権主義の原則）。また、書物が分断されていない段階で、別個独立の所有権の取

得を認めるべき社会的必要性に乏しく、かつ、書物の一部に対して特別な公示方法を備えさせること

も困難であるため、その例外的扱いを認めるべきではない。よって、一物一権主義の原則に従い、物

理的に裁断され別々の状態になるまで、書物の一部に対する別個独立の所有権は認められない。この

理解に従えば、買主Ｙは、書物の一部である丙に対して何ら物権を有しない。 
もちろん丙の売買は債権契約として有効である。しかし、この場合、買主Ｙは、売主Ａに対して丙

の所有権を移転する債権、及び、物理的に裁断し別々の状態にして引渡せという債権を取得するにと

どまる。 
 
裁断され別々の状態になる以前にＡはＺに丙を含む書物全体を売却したのであるから、ＹＺ間の法

律関係は「物権 vs 物権」の問題とはならず、物権秩序においてはＡが書物の所有権を取得したこと

になる。 
 
（ロ）以上に対し、本問は展示的な価値がある歴史的な書物であり、かつ、展示において所有関係の

説明文が付記されているケースである。このような特殊な場合に一物一権主義の例外に該当しないか

問題となる。 
 第一に、本来的効用からの考察が最も重要となるところ、実用的存在としての物体と展示物として

の物体とではその本来的効用も異なる。また、例えば、相続に伴う円満的な解決や、博物館の運営方

針など、独立した所有権の対象としたい社会的必要性も考えられよう。さらには、悪意の第三者のケ

ースなど当事者間の利益衡量において債権的救済では足りず物権的救済が必要というべき場合もあ

りうる。 



「民法Ⅰ」2024 年 4 月 14日実施 講師：明治大学法学部 専任講師・弁護士 神田英明 

－6－ 

 第二に、世間一般の信頼、及び、特別な公示方法を備えさせる困難性からの考察であるが、通常の

本は、物理的な単位で所有者の存在を世間は念頭にしており、かつ、特別な公示方法も困難である。

これに対し、歴史的展示物であれば部分的な所有権は必ずしも想定外といえず、また、所有権の説明

を付記する明認方法も用意可能である。 
もっとも物権法のルールであるから、一般的な法意識や慣習、そして、慣習法上の公示方法の存在が必

要である。本件について、一物一権主義の例外となる要件を満たすか否かについて、各自で検討されたい。 
 
二 物権と債権の競合 

上述（イ）のように、一物一権主義の例外が認められず、Ｙに丙に対する物権が認められない場合、

どのように扱われるか。物権と債権が競合する場合、不動産賃借権のように第三者に対する対抗力が

認められるという特別な場合を除き、物権が時間の先後を問わず常に債権に優先する（物権の債権に

対する優先的効力。「売買は賃貸借を破る」）。 
 しかし、所有権を自己に移転させる単なる債権を有するに過ぎない者も178条の「第三者」に該当

すると解するのが判例・通説である（177条につき最判昭28年9月18日、我妻・物権157頁）。こ

の立場に従えば、当該物体の債権的利益を含む利害関係人に対して、自己の有する物権の排他性およ

び優先的効力を主張するために、第三者に対する対抗要件が必要となる。すなわち、Ｚは、所有権の

譲受を、債権者に過ぎない「第三者」たるＹに対抗するためにも、引渡し（178条）が必要というこ

とになる。 
 本問でＺは書物の引渡しを受けているため対抗要件を具備し、Ｙに対して自己の所有権取得を対抗

できる。 
 その後にＺは本件書物を裁断して物理的に分断しているが、単なる事後的な所有権者による自由な

使用収益及び処分の一形態に過ぎない。 
 
三 物権が認められる競合 

 上述（ロ）の例外としての処理が認められ、Ｙに丙に対する物権が認められる場合は、どのように

扱われるか。 
 物権の帰属を論ずる場面であるので、物権の排他性を前提に対抗要件の具備の有無およびその先後によ

って優劣を決定することになる。つまり、第一に、動産の対抗要件としての「引渡し」（178条）の有無で

優劣を決定することになる。そして第二に、対抗要件の具備後に第三者が登場する場合は、物権の帰属に

関するもう一つのルールである即時取得（192条）の適用を検討することになる。 
Ｙは引渡しを受けて対抗要件（178 条）を具備しているため、Ｚに丙の所有権を認めるためには、

Ｚに即時取得（192 条）の適用が必要となる。ＺはＹ刑事博物館にて「211 頁から 260 頁はＹ所有」

という説明文を読んでいたのであること、「法の不知は許さず」の趣旨から、Ｚは悪意であるといえ

る。よって、即時取得の適用の余地はなく、Ｚは所有権の取得は出来ず、Ｙの主張が通ることになる。 
 

４. 設問３ 

 （１）客体の独立性（一物一権主義） 
上記３（設問２）の説明に同じ。 

 

（２）本問の検討 
2024年 3月1日にＡが書物を裁断した時点で、独立した物権の対象となり、Ｙは丙に対する所有

権を取得する。そして、ＡはＹに丙を保管する旨を連絡しており、占有改定の方法により引渡しを受

けているため、対抗要件（178条）も具備している。 
Ｚに丙の所有権を認めるためには、Ｚに即時取得（192条）の適用が必要となる。しかし、前述の

通り、Ｚは悪意であり、即時取得を理由とする所有権の取得は出来ず、Ｙの主張が通ることになる。 
以 上 
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